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＜要 約＞ 
平成 21年 7月 8日、「美しく豊かな自然を保護するための海岸における良好な景観及び環
境の保全に係る海岸漂着物等の処理等の推進に関する法律」（「海岸漂着物処理推進法」）が
可決、成立した。この法律は主に近年大きな問題となっている海岸漂着物、いわゆる「漂着
ごみ」を対象とし、その処理に関する基本的な考え方を定めたものである。「漂着ごみ」に関
する制度・行政機関は多岐にわたっているが、それゆえに「旧法のはざまに落ち込んだ問題」
として、必ずしも法制度上有効に対処されず、財政上困難を抱えている過疎地、離島の自治
体が自身の負担で処理を強いられるのが実情であった。今回、こうした状況を打開すべく、
この「海岸漂着物処理推進法」が議員立法（委員会提出法案）として制定されたのであるが、
その原動力となったのは、長年この問題に関わってきた環境 NGO や地方議員の熱心な働き
かけであった。本稿は、この「漂着ごみ」問題について、この問題に関わる制度・行政機関
の検討や、「海岸漂着物処理推進法」立法のプロセスを追うことを通じて、同法の制定の意義
と今後の課題について考察するものである。 
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1 はじめに 
平成 21年 7月 8日、「美しく豊かな自然を保護するための海岸における良好な景観及び環
研究論文 
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境の保全に係る海岸漂着物等の処理等の推進に関する法律」（以下「海岸漂着物処理推進法」
と呼称）が、参議院本会議において全会一致により可決、成立した。この法律は主に近年大
きな問題となっている海岸漂着物、いわゆる「漂着ごみ」2) を対象とし、その処理に関する
基本的な考え方を定めたものである。 
「漂着ごみ」問題とは、海洋から漂って来たさまざまなごみが海岸に大量に漂着すること
により、港湾機能の低下、漁業被害、船舶の安全航行の阻害、生態系への悪影響や美しい景
観が損なわれるなど数多くの被害がもたらされることを言い、とりわけ日本海側沿岸、沖縄
県や長崎県の五島列島、対馬など離島地域においてその被害が大きなものとなっている。「漂
着ごみ」は、その名のとおり何処からともなく漂って来るものであり、国内のみならず海外
由来のものも多く含まれている。したがって、後述のように排出事業者の責任において処理
を行う「産業廃棄物」の範疇に属さず、また、一般廃棄物であってもいわゆる「生活系廃棄
物」にも該当しない。そのため「事業系一般廃棄物」と分類されているところである。しか
しながら、「漂着ごみ」は、通常であれば「事業系一般廃棄物」として一定程度見込めるであ
ろう排出事業者の負担を期待することができず、事実上漂着した海岸が属する市町村の負担
において処理されている。先にも述べたように、この「漂着ごみ」によって大きな被害を受
けているのは主に離島地域や過疎地域の自治体であり、財源、人的資源双方の面から大きな
負担となっている。 
この「漂着ごみ」問題に対して日本環境行動ネットワーク（Japan Environmental Action 
Network、以下 JEANと呼称）などの環境NGO、地方自治体などがさまざまな活動を行う
中、政府も平成 12年に「漂流・漂着ゴミに関する関係省庁連絡会」を設置し、情報交換を
行うなど対策に着手した。しかしながら、「外国との関係を含む発生源対策の難しさや関係
する部局が多数に上り事業も異なるため」3)、この連絡会では有効な対策を講ずることはで
きなかった。こうした中、構造改革特区第 8 次提案として長崎県よりこれら「漂着ごみ」
のうち有害物質を含まないものについていわゆる「野焼き」を認める規制緩和について、長
崎県対馬市、壱岐市、五島市、新上五島町より「漂着ごみ」の「廃棄物の処理及び清掃に関
する法律」（以下「廃棄物処理法」と呼称）による定義と処理責任の明確化についての提案
がそれぞれなされた4)。これらの特区提案は承認されなかったものの、政府は、「漂着ごみ」
問題に対してより実効性のある対策を検討すべく「漂流・漂着ゴミ対策に関する関係省庁会
議」を設置、その第 1回会合が平成 18年 4月 4日に開催された。同会議は平成 19年 3月
までに計 4 回開催され、同年 3 月に「漂流・漂着ゴミ対策に関する関係省庁会議とりまと
め」が出された。 
政府においてこのように「漂着ごみ」問題に対する対応策が検討される一方で、国会議員
側においてもこの問題に対応する動きがみられた。「漂着ごみ」の問題解決のためにはやはり
対応する制度が必要との地方議員、NGO 等からの強い要望を受け、自由民主党内に置かれ
た「漂流・漂着物対策特別委員会」において議員立法に向けた法案の検討が開始されること
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となったのである 5)。その結果、冒頭で述べたように全会一致を以って「海岸漂着物処理推
進法」が成立する運びとなったのであるが、この法律の成立により、「漂着ごみ」対策は一つ
の転機を迎えることになるものと思われる。 
そこで、本稿では「漂着ごみ」問題をめぐる制度的側面や海岸漂着物処理推進法の制定プ
ロセス等を検討することにより同法制定の意義について考察を行うこととする。 
 
2 「漂着ごみ」に関する制度・行政機関 
第 1章で触れたように、「漂着ごみ」をめぐっては様々な制度、行政機関が関連しており、
そのことが「漂着ごみ」問題への対処を複雑化させる一つの要因となっている6)。ここでは、
海岸漂着物処理推進法についての検討に先立ち、同法制定の一因となった「漂着ごみ」をめ
ぐるこれまでの制度や関連する行政機関の動向についてみていきたい。 
 
2.1 「漂着ごみ」問題に関連する制度 
既存の制度においては、わが国の沿岸にごみが漂着した場合、その漂着場所によって適用
される法律が異なっていた7)。港湾内に漂着した場合には、「港湾法」が適用された。港湾法
は「港湾の秩序ある整備と適正な運営」、「航路の開発および保全」等をその目的として規定
しており、港湾における「漂着ごみ」については同法に基づく指定を受けた港湾管理者が対
応することになる。同法による港湾管理者には都道府県、市町村、一部事務組合などが指定
されており、平成 24年 4月現在、全 996港湾中都道府県 600、市町村 328、一部事務組合 6
となっている 8)。また、漁港や漁場に漂着した場合には「漁港漁場整備法」の適用を受ける
ことになる。漁港漁場整備法では第 4条に「漁港漁場整備事業」の規定があり、そこには「漁
港における汚泥その他公害の原因となる物質のたい積の排除、汚濁水の浄化その他の公害防
止のための事業」（第 1 項第 1 号）が盛り込まれている。漁港における漂着ごみについては
この規定の下、漁港管理者が対応することになる。平成 24 年 4 月現在、同法に基づく指定
漁港は 2,912港あり、漁港管理者は都道府県が 867、市町村が 2045となっている 9)。また、
港湾、漁港以外に漂着したごみであって、その漂着場所が海岸を防護するために設置された
堤防や消波ブロックなどの海岸保全施設である場合には「海岸法」が適用される。国土交通
省港湾局海岸・防災課が公表している「海岸管理者一覧表」によると同法の適用を受ける海
岸保全区域指定港湾が 812存在し、海岸管理者としては都道府県、市町村、一部事務組合な
どがその任を担っている（内数は不明）。 
このように、「港湾法」、「漁港漁場整備法」、「海岸法」の適用を受ける区域における「漂着
ごみ」については各法の定めるところにより管理者がその処理の任を負うことになるが、こ
れらの法律によってすべての海岸が網羅されているわけではない。むしろこれらの法律の適
用を受けない一般海岸の方が多く、こうしたところについては「廃棄物処理法」に基づき処
理を行うことになる10)。同法ではまず廃棄物について「産業廃棄物」すなわち事業活動に伴
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い排出される廃棄物とそれ以外の「一般廃棄物」とに分類している。そして「一般廃棄物」
については、さらに家庭などから主に排出される生ごみ等の「生活系廃棄物」と事業所から
出る紙くずなど「事業系廃棄物」に分類される。これらの廃棄物のうち「産業廃棄物」につ
いては事業者がその処理を行うものとされており（同法第 11 条第 1 項）、「一般廃棄物」に
ついては市町村が当該区域内の一般廃棄物の処理に関する計画（一般廃棄物処理計画）を定
め（第 6条第 1項）、この計画に従い収集・運搬・処理を行うものとされている（第 6条の 2
第 1 項）。同法に基づく整理によると「漂着ごみ」は「事業系一般廃棄物」に分類されるこ
とになる11)。「事業系一般廃棄物」の場合処理費用の一部は排出事業者が負担することになる
のであるが、「漂着ごみ」の場合排出者が不明であり、結局のところそれらが漂着した市町村
の負担において回収、処理を行うことになる。また、最悪のケースとして、ボランティアグ
ループが回収し、集積所や処理場に持ち込んだ場合に、彼らが「排出事業者」と判断され、
処理費用の負担が課せられる可能性もあると言われている12)。 
このほかの関連法としては「河川法」、「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律」、
「軽犯罪法」、「遺失物法」、「水難救護法」などがあげられる。「河川法」は国内由来の「漂着
ごみ」の流入経路としての河川の機能維持、環境整備・保全等の観点から、「海洋汚染等及び
海上災害の防止に関する法律」は海上を航行する船舶よりの廃棄物投棄防止の観点から、「軽
犯罪法」はごみ、鳥獣の死体および汚物の投棄禁止の観点から、そして「水難救護法」は航
路、錨地、建造物に障害を与える可能性のある漂着物、沈没品の除去の観点からそれぞれ関
連があるものと考えられている。また、「遺失物法」は「漂着ごみ」の中に有価物が含まれて
いた場合の取り扱いの観点からやはり関連性があるものと考えられる13)。 
ここにあげたのは「漂着ごみ」に関係のある主な法律であり、このほかにも離島振興法や
半島振興法などのいわゆる地域振興法的な法律、その他特別措置法的な法律においても関連
する条項が、また、国レベルのみならず各自治体の条例等でも関連する規定を置いているも
のがあるものと思われる。 
 
2.2 「漂着ごみ」問題に関連する行政機関 
以上のように、「漂着ごみ」をめぐってはさまざまな法律が関連しているところであるが、
関連する行政機関もまた多岐にわたっている。たとえば、先に取り上げた法律についてみて
みると、「港湾法」や「海岸法」は国土交通省港湾局、「漁港漁場整備法」は水産庁漁港漁場
整備部、「廃棄物処理法」は環境省廃棄物・リサイクル対策部、「河川法」は国土交通省河川
局、「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律」は国土交通省総合政策局が、「軽犯罪法」
は法務省、「遺失物法」は警察庁生活安全局、「水難救護法」は海上保安庁が法令所管となっ
ている（「軽犯罪法」、「水難救護法」の所管局は不明）。このほかにも、海外由来の「漂着ご
み」に関しては、外国政府や国際機関との情報共有や交渉という観点から外務省が、地方自
治体への財政措置に関連して総務省が、ごみリサイクル等の技術開発の観点から経済産業省
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が、海面漂流ごみの調査の観点から気象庁がそれぞれ関連しているものと考えられる。 
参考までに、先にも触れた「漂流・漂着ゴミ対策に関する関係省庁会議」幹事会メンバー
としては以下が参加している14)。 
内閣官房構造改革特区推進室参事官 
内閣府政策統括官（沖縄政策担当）付参事官（企画担当） 
総務省自治行政局自治政策課長 
外務省大臣官房国際社会協力部地球環境課長 
水産庁増殖推進部漁場資源課長 
経済産業省産業技術環境局環境政策課環境指導室長 
国土交通省河川局砂防部保全課海岸室長 
国土交通省港湾局環境・技術課長 
気象庁地球環境・海洋部地球環境業務課長 
海上保安庁警備救難部環境防災課長 
環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課長 
環境省地球環境局環境保全対策課長 
また、第 1節でもあげたように、「港湾法」に基づく港湾管理者、「漁港漁場整備法」に基
づく漁港管理者、「海岸法」に基づく海岸管理者としてそれぞれ都道府県、市町村、一部事務
組合などがその任に当たっており、「漂着ごみ」に係る行政機関が実に多種多様であることが
窺い知れるところである。 
 
3 海岸漂着物処理推進法の制定プロセス 
第 1 章で示したように、海岸漂着物処理推進法は、「漂着ごみ」問題に対処する基本法的
位置づけの法律として議員立法により成立したものである。また、第 2 章で示したように、
「漂着ごみ」問題に関する制度・行政機関は多岐にわたり、これまで必ずしも有効な対策が
取られてきたとは言えなかった面がある。まさに「旧法のはざまに落ち込んだ問題」15)であ
ったのである。 
こうした状況の中、先にあげた JEAN や JEAN とともに「海ゴミクリーンアップ活動」
に取り組んでいる山形県酒田市議の佐藤丈晴氏から、「漂着ごみ」対策のための法制定の必要
性が提起された。佐藤市議らが地元山形県選出の代議士である加藤紘一衆議院議員に働きか
けた結果、平成 18 年 4 月に「海洋ごみ問題に関する勉強会」という形でまずは勉強会とし
て検討が開始された。この勉強会の呼びかけ人は加藤紘一衆議院議員のほか、新潟県選出の
近藤基彦衆議院議員、長崎県選出の谷川弥一衆議院議員である。この勉強会が数回重ねられ
た後の同年 6月、武部勤自民党幹事長、中川秀直同政調会長に対して海洋ゴミ対策の要望書
が提出された。その結果、自民党内に正式に「漂流・漂着物対策特別委員会」が発足する運
びとなった。この委員会には関係各省の課長級も入り、また自治体首長も呼ばれた中で数回
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に及び論点整理がなされた。こうした中で法制化の必要性を認識するに至り、平成 21 年 2
月 27 日の第 9 回委員会において議員立法の方針が提示された。その後自民党漂流漂着物対
策 PT、公明党漂流漂着物対策 PTでの検討を経て、4月に与党漂流・漂着物対策 PTにおい
て与党案を作成、民主党との調整を経て 6 月 23 日、与党政策責任者会議において与党案が
了承された。この法案については、検討の当初より超党派で行うべきという認識が自民党内
であったようであり16)、最終的には委員会提出法案（衆議院環境委員長提出）という形で国
会に提出されることとなった（平成 21年 7月 3日提出）。委員会審査省略の上、提出日と同
日に衆議院本会議において全会一致により可決された同法は同じく 7月 3日に参議院に送付
された。参議院では 7月 7日の環境委員会において審議がなされたが、その際に付帯決議が
なされた。付帯決議の内容は以下のとおりである17)。 
 
美しく豊かな自然を保護するための海岸における良好な景観及び環境の保全に係る海岸漂着物等
の処理等の推進に関する法律案に対する附帯決議（案） 
政府は、海岸漂着物等の円滑な処理が我が国の海岸における良好な景観及び環境の保全に不
可欠であることにかんがみ、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきで
ある。 
一、海岸漂着物対策の推進に当たっては、海に囲まれた我が国にとって良好な海洋環境の保
全が豊かで潤いのある国民生活に不可欠であることから、海岸漂着物等に加えて、漂流ご
み及び海底堆積ごみの回収及びその適正な処理についても積極的に取り組むこと。 
二、漂流ごみ及び海底堆積ごみの処理等に際しては、地方公共団体及び漁業者等をはじめと
する関係団体と連携するとともに、それらに必要な財政的支援等にも努めること。 
三、船舶等から流出した油については、本法律の制定後も、引き続き、海洋汚染防止法等に
基づいて防除措置等の適切な実施を図ること。 
右決議する。 
 
この法律において対象となっているのは「漂着ごみ」であるが、附帯決議案にあるように
「漂流ごみ」や「海底堆積ごみ」も「漂着ごみ」と同様に沿岸自治体を悩ませている問題で
あった。法案検討の際にも「漂着ごみ」のみならずこれらについても含めるべきではないか
との認識はあったと言われている。しかしながら、これらに関するデータ収集の困難さ、法
的位置づけの不明瞭さなどから今回の法案に盛り込まれず、上記のように付帯決議で言及す
ることとされた。この判断については、今回の法案の提出自体が 7月 3日と会期末ぎりぎり
であったこと、また政局の情勢等も鑑みて、まずは成立を優先したということもあったと言
われている18)。 
この付帯決議は全会一致で決議され、同日、法案は参議院環境委員会の審査を通過した。
そして翌日の 7月 8日、冒頭に記したように参議院本会議において全会一致により可決、成
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立の運びとなった19)。なお、この法律は附則第 1項の規定により公布と同日、すなわち平成
21年 7月 15日に施行されている。 
 
4 海岸漂着物処理推進法制定の意義 
このように、海岸漂着物処理推進法は衆議院・参議院ともに全会一致で可決、成立したと
ころであるが、次にこの法律の制定が持つ意義について検討していきたい。 
 
4.1 「漂着ごみ」対策上の意義 
海岸漂着物処理推進法制定の意義としてまずあげられるのは「処理責任の明確化」である。
第 2章で示したように、これまで「漂着ごみ」については「港湾法」、「漁港漁場整備法」、「海
岸法」の適用対象となる海岸であればともかく、そうでない海岸については処理責任につい
て必ずしも明確化されておらず、言わばなし崩し的に市町村による負担により処理が行われ
てきた。先にも述べたように「漂着ごみ」問題の被害を受けている自治体はそのほとんどが
離島や過疎地の自治体であり、財政的にも、収集・処理に当たる人的資源の面においてもそ
の負担は厳しいものとなっていたのである。制定された海岸漂着物処理推進法では、その第
17条第 1項において「海岸管理者等は、その管理する海岸の土地において、その清潔が保た
れるよう海岸漂着物等の処理のため必要な措置を講じなければならない」と規定し、「漂着ご
み」の処理責任が海岸管理者等にあることを明確にしている。その上で、市町村の協力義務
（同条第 2項）や都道府県の支援（同条第 3項）を規定しつつ、また、海岸管理者等が管理
する海岸の土地に「漂着ごみ」があることにより住民の生活や経済活動に支障が生じている
場合において、市町村が海岸管理者に対して必要な措置を講ずるよう要請を行うことができ
ることについても規定している（第 18 条）。さらに、「漂着ごみ」が他の都道府県から流出
したと認められる場合における、当該都道府県に対する処理その他必要な事項に関する協力
要請に関する規定（第 19 条第 1 項）及び当該協力要請に関する環境大臣のあっせんに関す
る規定（同条 2項）、環境大臣やその他関係行政機関に対する協力要請に関する規定（第 20
条）も設けられており、「漂着ごみ」処理責任の明確化と、それに対する支援体制の明確化が
図られている。 
次にあげられるのが、「財政上の措置に関する規定」である。これまでも再三触れてきたよ
うに、「漂着ごみ」の被害を受けている自治体は、離島や過疎地域といった財政事情が厳しい
ところがほとんどである。とりわけ離島の自治体の場合、漂着するごみの種類によっては島
内で処理することができず、設備が整った焼却施設を有する島外に搬出することになる。こ
の運搬費用もまた財政事情の厳しい離島の自治体には重い負担となっており、「漂着ごみ」処
理のための財政措置は各方面から強い要望がなされていたところである20)。制定された海岸
漂着物処理推進法では、第 29 条第 1 項において「政府は、海岸漂着物対策を推進するため
に必要な財政上の措置を講じなければならない」と規定され、政府は「漂着ごみ」対策のた
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めの財政上の措置を講ずる義務を負うこととされた。これを受けて同条第 2項ではさらに「政
府は、前項の財政上の措置を講ずるに当たっては、国外又は他の地方公共団体の区域から流
出した大量の海岸漂着物の存する離島その他の地域において地方公共団体が行う海岸漂着物
の処理に要する経費について、特別の配慮をするものとする」と規定され、先にあげたよう
な離島等における「漂着ごみ」の処理費用に関して「特別の配慮」を行うものとされた。環
境省では「地域グリーンニューディール基金」を活用した支援を行っており、海岸漂着物事
業として 3年間で総額約 60億円となっている21)。この「地域グリーンニューディール基金」
は平成 21年度補正予算で盛り込まれた措置であり、平成 21年度から 23年度までの 3年間
の措置であったが、総務省は同措置の終了後についても海岸漂着物処理推進法の趣旨を踏ま
え、「引き続き所要の国費を確保し、財政措置を講じられたい」旨の申し入れを環境省に対し
て行っている22)。 
また、「民間団体との連携」に関する規定も重要なものとしてあげられる。先にも触れたよ
うに、「漂着ごみ」問題に対しては JEAN など環境 NGO が積極的に関わっており、海岸漂
着物処理推進法制定に当たっても盛んに論点提起を行ってきているところであるが、同法で
は、その第 25 条第 1 項において「国及び地方公共団体は、海岸漂着物等の処理等に関する
活動に取り組む民間の団体等が果たしている役割の重要性に留意し、これらの民間の団体等
との緊密な連携の確保及びその活動に対する支援に努めるものとする」と規定し、これまで
「漂着ごみ」問題に環境 NGO が果たしてきた役割を評価しつつ、これらの団体との緊密な
連携確保と活動に対する支援に努めるよう義務付けている。 
そのほか、「外交上の適切な対応」（第 21 条）として「国外からの海岸漂着物が存するこ
とに起因して地域の環境の保全上支障が生じている」場合における外務大臣による適切な対
応については、その第 26 条において「海岸漂着物等に関する問題についての環境教育の推
進」について、第 28 条において「技術開発、調査研究等の推進等」についてがそれぞれ規
定されており、先にあげた「処理責任の明確化」、「財政上の措置に関する規定」、「民間団体
との連携」などとあわせて、「漂着ごみ」問題に対処する基本法的位置づけの法律として必要
とされる規定は一定程度盛り込まれたものと思われる。 
 
4.2 立法過程論的観点からの意義 
以上のように、海岸漂着物処理法の制定は、「漂着ごみ」対策において様々な意義を有して
いるところであるが、この法律の制定が持つ意義はそれのみにとどまらない。そこでここで
は海岸漂着物処理推進法制定の立法過程論的側面からの意義についてみていきたい。 
まずその第一としてあげられるのが、この法律が議員立法により制定されたということで
ある。この法律については、閣法で提出される動きもあったようではあるが 23)、最終的には
議員立法（委員会提出法案）という形になっている。その意義については、法案について、
議員立法で提出（発議）する場合と閣法で提出する場合と立法過程の面から比較すると、閣
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法提出に当たっては議員立法にない数々の「障壁」が存在する。たとえば内閣法制局による
審査であり、関係各省全会一致でなければ閣議決定をすることができないといったことがそ
れにあたる。第 2章で示したように、「漂着ごみ」問題をめぐっては様々な法制度が関連し、
また、関係する行政機関も多岐にわたる。また、対象となる「漂着ごみ」の定義をめぐって
もさまざまな考え方があり、第 3章でも触れたように実際、「漂流ごみ」や「海底堆積ごみ」
など、対処の必要性が認識されながらも、その定義の困難さゆえに法案に盛り込まれること
が見送られたものもある。また、実際の排出者でないごみ、他の自治体、さらには海外から
流れてきたごみに対して処理責任を課すことなど、仮に関係各省で協議を行うと想定すると
容易に解決できない課題が山積している。このように、各省間の関係が複雑に絡み合い、全
会一致で閣議決定に持ち込むのが困難な問題について、議員立法という手法はまさにうって
つけであったといえる。今回の海岸漂着物処理推進法はこうした「旧法のはざまに落ち込ん
だ問題」について、いうなれば現場の問題意識と議員のリーダーシップで解決に道筋をつけ
たものと言えるものであり、まさに議員立法の存在意義を示す好例であったと言えよう。 
次にあげられるのが、地方議員による問題提起と積極的な関与である。第 3章でみてきた
ように、今回の法律制定について強くその必要性を訴えかけてきたのは、日々「漂着ごみ」
問題に取り組んでいる NGO と市議会議員であった。法律制定の原動力となった佐藤市議は
平成 20年 7月に「海ごみ対策推進地方議員連盟」を設置し、NGOと連携して国会議員や省
庁に対して政策提言活動を行っている24)。冒頭にも示したように、この法律の正式名称は「美
しく豊かな自然を保護するための海岸における良好な景観及び環境の保全に係る海岸漂着物
等の処理等の推進に関する法律」であるのだが、この「美しく豊かな自然を保護するための」
という文言が入ったのはこの議連が強く要望した結果であった。このことについて佐藤市議
は「NGOの調査によると、海ゴミの 6～8割は河川由来のもの。海岸を持たない自治体も関
係があることを示すため、文言を入れるよう強く求めた」と述懐している25)。このように今
回の海岸漂着物処理推進法は、地方議員が積極的に論点提起を行い、法案作成に関与したと
いう点においても画期的な法律と言えよう。ちなみに「海ごみ対策推進地方議員連盟」はこ
の業績が高く評価され、平成 21年 11月 6日に発表された第 4回マニフェスト大賞において
「地域環境政策賞」を受賞している。 
そして、NGO との連携もまたその意義としてあげられよう。これまでも再三示してきた
ように、この「漂着ごみ」問題に対しては JEANなど環境NGOが早期の段階から積極的に
関わってきており、地方議員とともに法制定の必要性を強く求めてきた。しかし、今回の場
合、単に要望するのではなく、実際の条文策定についても論点を提起し、討議にかかわって
きたことである。これについて今回の立法における国会議員側の中心的人物である加藤紘一
衆議院議員は自身のホームページの中で「自民公明の最終的な政策調整会議には、我々国会
議員と同じテーブルに JEANや地方団体の代表が加わり討議をして、議員立法の名前を決め
ました。NPO問題にはずっと取り組んできた私ですが、会議外でNPOの意見を聞くことは
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あっても、政策決定・条文検討プロセスに、NPO・NGO 団体が同列の立場で関わった初め
てのケースかもしれません。」と述懐しているが26)、これは今回の法律制定において NGOの
果たした役割がいかに際立っていたものかを示す証左となろう。このように、今回の海岸漂
着物処理推進法は、NGO が法案作成に果たした役割の点においても画期的な法律と言えよ
う。 
 
5 おわりに 
これまでみてきたように、今回制定された海岸漂着物処理推進法は、「漂着ごみ」対策とい
う政策的観点から転機となる立法であるのみならず、錯綜する様々な法律、行政機関の関係
の中、NGO や地方議員の積極的な参加と論点提起を受け、議員立法として新法を制定する
という、政策過程論の観点からみても画期的なものであった。しかしながら、「漂着ごみ」問
題はこの法律制定がゴールでは決してなく、むしろ新たなスタートを切ったということが言
える。そこで最後に「漂着ごみ」問題と海岸漂着物処理推進法の残された論点を指摘して本
稿の総括としたい。 
まずあげられるのが、この法律で定められた理念を実現するための具体的措置であろう。
海岸漂着物処理推進法は、いうなれば「漂着ごみ」対策における基本法的存在の法律であり、
財政上の措置や「漂着ごみ」の発生源における排出抑制のための規制等具体的な措置につい
てはこれからである。同法の第 31 条にも「政府は、海岸漂着物対策を推進するための財政
上の措置その他総合的な支援の措置を実施するため必要な法制の整備を速やかに実施しなけ
ればならない」と規定されているように、今後早急にこれらの措置に向けた法制度の整備に
関する検討を行わなければならない。 
次に、「漂着ごみ」問題に対する普及啓発活動、教育活動の充実があげられる。「漂着ごみ」
に関してはたしかに巷で流布されているように海外、主に韓国や中国などを由来とするもの
も多いところであるが、第 4 章で紹介した佐藤市議の言葉のように、海岸によっては、「漂
着ごみ」の 6 割～8 割は国内河川由来のものとのデータもあり、その意味においては国内に
おける普及啓発、教育活動もまた重要な課題である。この「漂着ごみ」問題は海岸を有する
自治体だけの問題であると認識されがちだが、ここで示したように河川由来の「漂着ごみ」
もまた多いという事実に鑑みると、特に海岸を持たない自治体における問題意識の喚起は重
要な問題となる。 
そして、わが国も「排出者側」になりうるという認識の下、それに対応する法制度をどの
ように構築していくかということもまた今後における重要な課題である。「漂着ごみ」問題に
おけるステレオタイプ的な認識としては、わが国は韓国や中国からの「漂着ごみ」のために
重大な被害を被っているという、どちらかというと「被害者」的な認識が強いと思われる。
しかしながら、実際には、わが国もまた「漂着ごみ」問題の「加害者」としての側面もある
ことに留意する必要がある。日本から流出したごみはたしかに韓国、中国へ流れ着くことは
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少ないものの、黒潮に乗り、ミッドウェー諸島やカウアイ島にいたる北西ハワイ諸島など、
中部太平洋周辺にかなりの量が漂着していると言われている27)。もっとも、日本が排出者と
なりうるという認識は、東日本大震災によって多くの日本人にも浸透したと思われる。かの
未曾有の大惨事からはや 2年が経過しようとしているが、ここに至って米国、カナダなど北
米大陸の太平洋沿岸に「漂流がれき」の漂着が本格化するとの予測も報じられている。国際
法上の枠組みとしては流れ着いた先の国が処理することになっているが、漂着先であるアメ
リカやカナダの各州において処理費用の不足が懸念されており、日本政府としても、「義援
金」として処理資金を供与するとしている28)。今回成立した海岸漂着物処理推進法では、主
に「漂着ごみ」の処理に重きを置いているように思われるが、今後は、「排出者側」としての
対応策についても検討する必要が出てくるかもしれない。 
以上、「漂着ごみ」問題と海岸漂着物処理推進法の残された論点について示してきたところ
であるが、当然のことながらここに示した論点はほんの一端といってよい。繰り返すように、
今回の法律制定は新たなスタートに過ぎない。海岸漂着物処理推進法の附則第 2項には、「政
府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、海岸漂着物等の状況その他この法律
の施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、
その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする」と規定されているが、今後、この法律
の施行状況なども踏まえ、必要な改正を適宜行っていく必要があろう。筆者としても、この
法律の動向についてより一層の関心を持って見守っていきたいと思う。 
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2) 「漂着ごみ」問題に関する基礎的な文献としては小島あずさ・眞淳平『海ゴミ－拡大する地球環境
汚染』（中公新書、2007 年）があげられる。本書の内容は「漂着ごみ」問題をめぐる各地の現状、
「漂着ごみ」の発生源や特徴、種類、海洋生態系に及ぼす影響、「漂着ごみ」問題に対処する法律・
制度など多岐にわたるものとなっている。 
3) 平成 18 年 2 月 15 日構造改革特別区域推進本部決定「構造改革特区の第 8 次提案に対する政府の
対応方針（抄）」。 
4) 首相官邸 HP（構造改革特別区域推進本部）「構造改革特区（第 8 次提案）の提案について」
26  嘉悦大学研究論集 第55巻第2号通巻102号 平成25年3月 
（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kouzou2/osirase/051122/siryou1.html）より。 
5) 南川秀樹・西山茂樹「海岸漂着物処理推進法制定とこれからの取組」『環境研究』第 155号、財団
法人日立環境財団、2009年、p.120。 
6) 小島・眞、前掲、p.181、宗像優「漂着ごみ問題の現状と行政の対応－長崎県の取組みを事例とし
て－」『エコノミクス』第 13巻第 1・2号、九州産業大学、2008年、pp.54–55等。関連法につい
ては左記のほか衆議院調査局環境調査室「漂流・漂着ゴミ関係資料」などもわかりやすくまとまっ
ている。 
7) 宗像、前掲、pp.54–55 
8) 国土交通省港湾局「港湾管理者一覧表」、2012年。なおそのほかの港湾管理者については港務局 1、
港湾法 56条に基づく都道府県知事指定の港湾が 61となっている。「港務局」は愛媛県新居浜市の
みにあるもので新居浜港の港湾管理者として市が設立した非営利の公法上の独立法人である。新居
浜港務局の概要は http://www.city.niihama.lg.jp/ soshiki/kakuka.php?sec_sec1=69に掲載されて
いる。 
9) 水産庁 HP「漁港一覧」（http://www.jfa.maff.go.jp/j/gyoko_gyozyo/g_zyoho_bako/gyoko_itiran/ 
sub81.html）による。 
10) 宗像、前掲、p.55。 
11) 「漂着ごみ」がこうした分類になる理由としてはその種類の雑多さゆえ「産業廃棄物」の定義に合
致しないこと、すべてが家庭から排出されたわけでないので「生活系一般廃棄物」にも該当しない
ためとされている。小島・眞、前掲、p.177。 
12) 小島・眞、前掲、pp.178–79。 
13) 長崎県対馬市のヒアリングにおいてあった話として、こうした「漂着ごみ」を処理委託する際の費
用の違いの根拠として、回収した「漂着ごみ」に有価物が含まれている場合とそうでない場合の差
がある旨の説明があった。 
14) 環境省HP漂流・漂着ゴミ対策に関する関係省庁会議第 1回議事次第・資料「漂流・漂着ゴミ対策
に関する関係省庁会議の設置について（案）」（http://www.env.go.jp/water/marine_litter/mcgm/ 
01/mat01_1.pdf）より。 
15) 小島あずさ JEAN理事ヒアリング（平成 23年 9月 5日）より。 
16) 同上。  
17) 第 171回国会参議院環境委員会会議録第 11号（平成 21年 7月 7日）。 
18) 前掲小島ヒアリング。 
19) 勉強会発足から法律制定までの顛末については上記小島ヒアリングのほか、浅野一弘「漂流・漂着
ゴミをめぐる危機管理」『開発こうほう』2011年 6月号（一般財団法人北海道開発協会、2011年）、
環境省海岸漂着物対策室「美しく豊かな自然を保護するための海岸における良好な景観及び環境の
保全に係る海岸漂着物等の処理等の推進に関する法律（海岸漂着物処理推進法）概要」（海岸漂着
物対策専門家会議第１回会議配布資料、http://www.env.go.jp/water/marine_litter/conf/ c02-01/ 
ref01.pdf）、加藤紘一オフィシャルサイト（http://www.katokoichi.org/actvrepo/meeting/meeting_ 
1-01.html）、谷川弥一オフィシャルサイト（http://www.tanigawa81.jp/activity/?m=200604&cat 
=10）、北村しげお公式ホームページ（http://kitamura-shigeo.com/schedule/schedule.php? Mode 
=dm& ymd=20060411）（いずれも関連部分）を参照した。 
20) 宗像優「自民党の環境政策－漂着ごみ対策を事例として－」藤本一美編『日本の政治課題』専修大
海岸漂着物処理推進法の成立～そのプロセスと意義～ 高野 恵亮  27 
学出版局、2010年、pp.151–53。 
21) 環境省水・大気環境局海岸漂着物対策室「海岸漂着物処理推進法制定とこれからの取組」『海岸』
第 49巻、社団法人全国海岸協会、2010年、p.104。 
22) 総務省HP「平成 25年度の地方財政措置についての各府省への申入れ概要」（http://www.soumu. 
go.jp/main_content/000172592.pdf） 
23) 平成 21年 3月 2日環境事務次官会見（http://www.env.go.jp/annai/kaiken/h21/j_0302.html）。 
24) 千葉茂明「超党派の地方議員が連携し、国の法制化に関与－海ゴミ対策推進地方議連（連載 議会
改革リポート 変わるか！地方議会 104）」『ガバナンス』No.105、株式会社ぎょうせい、2010年、
pp.134–37。 
25) 同上。 
26) 加藤紘一オフィシャルサイト（http://www.katokoichi.org/videomsg/2009/090715.html）。 
27) 小島・眞、前掲、pp.127–28。 
28) 『産経新聞』平成 24年 10月 16日。 
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